
 

                           

   

 

2023年 11月 14日 

各 位 

会 社 名 株式会社オークファン 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 武永 修一  

（ コ ー ド 番 号 3674 東証グロース ） 

問合せ先 執行役員 経営管理部長 杉山 真二郎 

（TEL 03-6809-0951） 

 

中国における連結子会社への増資（特定子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である傲可凡（海南）网络科技有限公司（以下、

「傲可凡」といいます。）へ増資（以下、「本増資」といいます。）を行うことを決定いたしました。なお、本増

資により、傲可凡の払込済み資本金が当社資本金の 100 分の 10 以上に相当し、当社の特定子会社に該当する

こととなりますので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．本増資の目的 

近年における国内の BtoB卸売市場は 300兆円規模と推定（※１）されており、非常に大きな市場に関わらず

EC化率は未だ 32.3%（EDI（※２）による取引を含む）と、オンライン化されていない BtoB卸売市場は 200兆

円以上あると考えられます。また、海外市場に目を向けると、BtoB卸売市場規模は数千兆円以上と想定されま

す。 

オークファングループはこの課題に真正面から向き合い解決すべく、コーポレートアイデンティティを「RE-

INFRA COMPANY」と定義し、社会の様々な「RE」を統合した唯一無二の再流通インフラを構築し、卸売市場にお

ける SMB（中小企業・個人事業主）を中心とした DX化に取り組んでまいりました。 

2022 年 4 月にはオーエスアールネット株式会社及び大阪船場流通マート株式会社の株式を取得し子会社化

することにより、オンラインとオフラインの取引をシームレスにする取り組みを進めておりました。 

一方、海外市場に関しては、2022 年 6 月より中国海南省に連結子会社「傲可凡（海南）网络科技有限公司」

を設立し、人口 14億人以上の中国バイヤー、さらにはそこから世界各国への流通インフラ構築の糸口を模索し

ておりました。現地調査・パートナー企業の選定をした上で、改めて今後流通を大きく拡大させていくには、

海外BtoB卸売市場への取り組みが不可欠であると考え、中国向けBtoB輸出プラットフォーム「NETSEA CHINA(ネ

ッシーチャイナ)」をこの度リリースいたしました。 

今後、傲可凡の経営基盤の強化、ならびに NETSEA CHINAの追加機能開発、営業、プロモーション体制強化等

を目的として、本増資を行うことを決定いたしました。 

 

※１ 経済産業省 2023年 8月 31日発表 電子商取引に関する市場調査  

   図表 6-4：BtoB-EC市場規模の業種別内訳」中分類 卸売 EC市場規模、EC化率より推察 

※２ 電子的データ交換(Electronic Data Interchange) の略称。受注や発注、出荷や納品などの流通に関わる一連の取引を電子データ

でやりとりする仕組み 



 

 

２．対象会社の概要 

（１） 名 称 傲可凡（海南）网络科技有限公司 

（２） 所 在 地 中国海南省海口市美兰区国兴大道 7号 新海航大厦 17层 1702室 

（３） 代 表 者 董事長 藤崎 竜成 

（４） 事 業 内 容 
中国向け BtoB輸出プラットフォーム「NETSEA CHINA(ネッシーチャイナ)」

の運営等 

（５） 設 立 年 月 2022年６月 

（６） 登 録 資 本 金 1,000万元（約 200百万円） 

（７） 払込済み資本金 80百万円 

（８） 
大株主及び持ち

株 比 率 
株式会社オークファン 75％ 

（９） 当社との関係 

資本関係 所有割合 75％ 

人的関係 

当社の執行役員 1名が当該会社の董事長を兼任していま

す。 

当社の従業員 1名が当該会社の董事を兼任しています。 

当社の従業員 1名が当該会社の監事を兼任しています。 

取引関係 特筆すべき事項はありません。 

 

 

３．本増資の概要 

（１） 決 定 日 2023年 11月 14日 

（２） 払 込 期 日 2023年 11月下旬（予定） 

（３） 増 資 金 額 3,000万円（予定） 

（４） 
増 資 後 

登 録 資 本 金 
1,000万元（約 200百万円） 

（５） 
増 資 後 

払込済み資本金 
110百万円（予定） 

（６） 
増資後の大株主

及び持ち株比率 
株式会社オークファン 81％（予定） 

 

 

４．今後の見通し 

本増資が 2024年９月期の連結業績に与える影響は軽微なものと認識しておりますが、今後開示すべき事項

が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


